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概要 

 
本書は，2012年度｢研究開発プロジェクト｣科目に関する特定課題研究報告書である．筆者

が所属する研究開発プロジェクトは，つくば市内のあるテニススクールを顧客として，経営

改革にむけた戦略案を作成した．それに基づいて本年度は，内部基盤の確立のため従業員を

対象とした業務プロセス改善と ITソリューションを提案した．レッスン管理と勤務評価を目
的として，アカウント管理，スケジュール管理，代行管理，勤務評価管理の機能を開発した．

また，マニュアルを作成し，講習会を行い，システム運用に支援した．さらに，業務プロセ

ス改善とシステムの評価指標を測定し，利用者向けのアンケートを実施し，プロジェクトの

成果を検証した． 
筆者は本プロジェクトの中で，「ユーザビリティの向上」と「リスクマネジメントの実践」

を担当した．「ユーザビリティの向上」では，ユーザビリティを定期的に評価し，継続的に改

善した．「リスクマネジメントの実践」では，PMBOKのリスクマネジメントフローにしたが
ったマネジメントプロセスを推進し，その中から得られた知見を提言した． 
本報告書では筆者が捉えた本プロジェクトの内容，及び筆者が担った役割とその成果につ

いて報告する． 
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第1章 はじめに 

1.1 背景 

2011 年度の授業科目「PBL 型システム開発」で，つくば市内にある T1 インドアテニスス

クール（以下，T1 と呼ぶ）を顧客として，「テニススクールレッスン予約システム」という

プロジェクトが立ち上げられた．しかし，提案まで実施したが，学生チームの解散により終

了した． 

後日，PBL 型システム開発の担当教員である山戸昭三教授が T1 を訪問した所，最後まで

改革の提案をして欲しいとの要望を受けた．2012 年度の研究開発プロジェクトとして，再度

仕切り直した．最初のミーティングの際に，顧客から T1 の真のニーズについて考える機会

が欲しいという要望があった．そのため，経営環境を調査・確認することで顧客ニーズの再

確認から始め，ニーズに合致したソリューションの提供を目指すこととした． 

1.2 目的 

本プロジェクトの目的は，経営者と共に検討することによって，現状と課題を共有し，顧

客の IT ガバナンスのレベルに応じて，適切な IT ソリューションを提供し，経営基盤を確立

することである．顧客に戦略の立案方法や推進方法を理解していただくことも含めて経営改

革と考えている．学生チームは本プロジェクトを遂行することで，経営戦略の立案という超

上流工程から，要件定義をし，システムの開発，納品，評価まで一連の活動を実践し，経営

戦略立案と IT ソリューション提供の実践力を身につけることができる． 

1.3 基本方針 

本プロジェクトでは，顧客が戦略立案や IT 調達の経験不足から想定されるリスクを軽減す

るために，顧客と密なコミュニケーションを取ることを基本方針とした．戦略立案，要件定

義フェーズでは 1 週間に 1 回程度，開発フェーズでは 2 週間に 1 回程度のミーティングを行

い，顧客とプロジェクトの相互理解を促進することで，顧客の真の要求に適合した満足度の

高い IT ソリューションの提供を目指した． 

我々は，顧客とのミーティング以外にも，顧客の業務プロセスの理解のために，現場で働

く人たちとコミュニケーションし，現場の人々の動きを観察した． 

また，顧客への積極的な情報共有のため，Dropbox を用いて，議事録や合意した資料など

を共有した． 

 

1.4 顧客情報 

T1 の基本情報を表 1.1 に示す．2003 年 4 月につくば市梅園地区に開業した．インドアコ

ート 1.5 面，アウトドアコート 2 面を持ち，コーチが 17 人，生徒が 300 人程度の中小規模テ
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ニススクールである．生徒は小学生から高齢者まで幅広く多岐にわたる．現在 10 クラスを持

ち，初心者から熟練者まで指導を行なっている． 

単にテニススキルの向上というだけでなく，｢楽しいテニスレッスン｣を目指しており，テ

ニスを楽しむ場を提供することで地域住民に貢献している．学生コーチによるアットホーム

な雰囲気のレッスンを売りにしている． 

表 1.1 T1 の基本情報 

形態 特例有限会社 

所在地 つくば市梅園 2-17-8 

設立 2003 年 4 月 

経営陣 
代表取締役 兼ヘッドコーチ 末満裕之 様 

マネージャ 兼事務員 末満ひろえ 様 

従業員 
コーチ 18 名 

事務員 2 名 

生徒数 約 300 人 

クラス数 10 クラス 

インドアコート数 1.5 面 

アウトドアコート数 2 面 

その他設備 クラブハウス，駐車場，託児ルーム 

 

1.5 チーム体制 

本プロジェクトは各フェーズの作業，技術調査，マネジメントの三つの軸で分担し進めた．

役割分担表(RAM 表)
[1]を表 1.2 に示す．我々のチームは，対象とする IT ソリューションにつ

いてユーザ中心設計の観点で利用者満足度が重要であると考え，表 1.2 の分担をして技術調

査を行うこととした．またマネジメント分野については，作業分担の理由により，表 1.2 の

分担とした．筆者は，ヒューマンインターフェース系の作業を中心に行った． 

表 1.2 役割分担表（RAM） 

チームメンバ 各フェーズの作業 技術調査 マネジメント分野 

白田良太 

タスクボードを利用

し，対応可能のメンバ

が着手できる状態にな

ったタスクにサインア

ップする 

コーチ評価体制 

と管理機能 
コミュニケーション 

有田正信 テスト自動化 品質 

永井達也 セキュリティ対策 進捗 

井原淳平 
開発環境・運用 

環境の構築 
スコープ 

杜婧雨 
ユーザビリティの 

向上 
リスク 
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1.6 スケジュール 

プロジェクト期間は 2012 年 5 月～2013 年 1 月の 9 ヶ月間であった．プロジェクトスケジ

ュールの初期計画，変更後計画と実績を図 1-1 に示す．大きく次の 4 フェーズでプロジェク

トを進めた．  

 

図 1-1 本プロジェクトのスケジュール 

① 戦略立案フェーズ 

戦略立案フェーズでは，市場動向や人口分布などの外部環境調査や内部環境調査としての

経営陣やコーチへのヒアリングを行って情報収集した．その情報を元に SWOT 分析[2]を用い

た現状分析，クロス SWOT 分析を用いた戦略案(CSF)抽出，戦略決定を行った．また，バラ

ンス・スコアカード(BSC) 
[3]用いて経営改革を定量的に測定するための指標を抽出し，各指

標に対し KGI と KPI の設定を行った． 

② 要件定義フェーズ 

経営戦略で定義された IT 戦略を元に，開発するシステムの要件を定義した． 

要件定義フェーズでは，経営戦略を達成するために導入する IT ソリューションの要件の決

定と，IT 導入の効果測定のための指標設定を IT-BSC
[4]を用いて行い，ITKGI と ITKPI を設定

した．また，システム導入後の業務プロセスの改善を顧客と共に行った． 

③ 開発フェーズ 

要件定義フェーズで得られたシステム要件を基に，システムの設計・実装・テストを行う．

開発手法として全 5 回のイテレーションによる反復開発を行った． 
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④ 評価フェーズ 

システムを納品し，利用者に試用してもらった後，業務記録とアンケートにより戦略立案・

要件定義フェーズで立てた目標が達成されているかを測定し，業務改革の効果，システムの

品質，マニュアル等について，評価を行なっている．当初は 12 月末に終わる予定であったが，

評価フェーズ中に，顧客のシステムへの習熟に予想より時間がかかることと，評価フェーズ

を短く設定したため，評価を行うためのデータが十分に集まらないことに気付き，2 月末ま

で行う予定に変更したためである． 

各フェーズの詳しく内容について，2 章にて述べる． 
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第2章 各フェーズの実施状況 

2.1 戦略立案フェーズ 

2.1.1 目的 

戦略立案フェーズの目的は，顧客の外部環境評価，内部環境評価，そして顧客の想いとあ

るべき姿を描き，認識を共有して，顧客が市場においてどのような戦い方をするのか，を決

めること，すなわち，経営戦略を立案することである．顧客にとって最も効果のある改革を

行い，使われない・使われなくなるシステムではなく，真に必要なソリューションを提供す

ることが目的である． 

2.1.2 方針 

経営戦略を立案する際に，経営者の想いを共有し，経営者自身の発想を大切にしながら，

支援を行う．また，コーチや事務員の問題意識を把握し，経営者と従業員の想いのギャップ

を埋められるように助言する．その後，経営者に，経営課題に気づいてもらい，経営者と共

に経営戦略を作り上げる． 

2.1.3 流れ 

(1) ビジョンの確認 

一般に，ビジョン（Vision）とは，会社としてやりたいこと，実現したいことを社会に説

明したものがビジョン．他の会社でやっていない新しいこと，価値のあることをする必要が

ある． 

当初，T1 経営陣は形式化されたビジョンを持っていなかったため，図 2-1 のようなマイン

ドマップを経営陣の前で作りながらヒアリングを複数回行い，考えを掘り起こし，ビジョン

の明確化を行った．企業理念・使命・経営陣の思いから構成されるビジョンを表 2.1 に示す． 
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図 2-1 マインドマップ（ビジョンの確認） 

表 2.1 T1 の企業理念，経営ビジョン，ミッション 

企業理念 

・来て下さる方を幸せにする 

・ボールを打つこと，試合をすることの楽しさを伝える 

経営ビジョン ミッション 

人生を豊かにするテニススクール 

・ジュニアの生徒に対するミッション 

 -テニスを通じ自分を考えることをサポートする 

 -自分を見つめる力，振り返る力を伸ばす 

・すべての生徒に対するミッション 

-テニス仲間を作る場所を提供する 

-テニスをより楽しむために，上達のヒントを提供する 

以上の作業の結果，T1 の企業理念は「人生を豊かにするテニススクール」に決定し，T1

は「試合で勝つことを追い求める」よりも，「テニスを通じて仲間と共に楽しむ」ことを重視

するスクールであると定義した． 

(2) 外部環境調査 

外部環境調査では，テニススクール市場や他スクールの動向を調査し，T1 を取り巻く外部

環境を洗い出した(図 2-2)． IT コーディネータ実務ガイドを参考に，規参入者，社会動向，

代替サービス，供給業者，競争企業，顧客ニーズの 6 つの視点に分類した． 
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図 2-2 外部環境調査 

T1 はつくば市内で初めて，2003 年にインドアコートを導入し，天候に関わらずレッスン

が行えることを売りにしている．また，近年，小中学生の習い事の利用率が上昇している．

特にスポーツ系の習い事は過去 10 年間で 10%程度増加しており[5]，2011 年度では小学生の

54%，中学生の 14%がスポーツ系の習い事を利用している．茨城県の公立中学校では現在，

硬式テニス部が存在していないが，設置を進める動きがあり[6]，小中学生の生徒獲得の機会

となっている． 

しかし近年，市内の他テニススクールが相次いでインドアコートを導入した．そのため他

スクールとの差別化を行い，より魅力のあるテニススクールへと改革することが急務となっ

ている． 

(3) 内部環境調査 

内部環境調査では，網羅性の高く詳細な内部環境の情報を得るために，顧客にヒアリング

をしながらマインドマップを使って行った．実際に作成したマインドマップの例をに示す． 
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図 2-3 マインドマップ（内部環境調査） 

マインドマップの情報を整理した結果を図 2-4 に示す．IT コーディネータ実務ガイド[7]を

参考に施設，人材，人材調達，宣伝方法，立地，社内システムの 6 つの視点に整理した． 

 

図 2-4 内部環境調査 
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T1 は周囲に小中学校が複数ある住宅街の中に位置し，託児施設も備えていることが強みで

ある．そのため，生徒の約 35%を小中学生，約 33%を 30 歳～45 歳の中年層で占めている．

生徒年齢分布図を図 2-5 に示す． 

 

図 2-5 生徒年齢の分布図 

17 人のコーチの内，14 人は学生コーチであり，売りである「アットホームな雰囲気」の要

素の一つにもなっている．その反面，卒業と同時に辞めてしまう，急なシフト替えや欠勤が

発生する等の問題が発生している． 

現状 IT 化されているのは，Excel で管理されている顧客情報のみである．コーチの管理は

紙ベースで行なっている． 

(4) SWOT 分析 

経営陣と共に SWOT 分析し，すなわち，集めた情報を強み，弱み，機会，脅威に分類した．

SWOT 分析を行った結果の一部抜粋を図 2-6 に示す． 
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図 2-6 SWOT 分析の結果 

(5) クロス SWOT 分析 

SWOT 分析の結果からクロス SWOT 分析を顧客と共に行った．強みと機会，強みと脅威，

弱みと機会，弱みと脅威をそれぞれ掛けあわせ，戦略案を抽出した．その結果の一部抜粋を

図 2-7 に示す． 

 

図 2-7 クロス SWOT 分析の結果 
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(6) 戦略の決定 

クロス SWOT 分析の結果，生徒の要求に合致した新クラス設置により生徒満足度を上げる

戦略や，口コミにより生徒数を増やす戦略など，強みと機会を活かした戦略が比較的多く抽

出された． 

しかし，我々は顧客と共に，弱みである内部基盤を固める事ができていなければ，満足度

向上や生徒数増加の戦略に伴う業務増に対応できないと判断した． 

以上の理由により，2012 年度は，内部基盤強化の改革を行い，満足度向上のための改革な

どは次年度以降に行うことを顧客と合意した．作成した経営改革ロードマップを図 2-8 に示

す． 

 

 

図 2-8 経営改革ロードマップ 

(7) 評価指標の作成 

今年度の目標は内部基盤の強化である．改革を実行する上での効果を定量的に測定する必

要がある．本プロジェクトでは，それを把握する指標として KGI を設定し，それを達成する

ために，適切に改革が実行されているかを中間的に計測する指標として KPI を設定した． 

 BSC を用いて財務の視点・顧客の視点・業務プロセスの視点・学習と成長の 4 つの視点

から KGI と KPI を設定した．図 2-9 に BSC による評価指標を示す． 
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図 2-9 BSC による評価指標 

BSC は一般に，人材と変革の視点が改善されると業務プロセスが改善され，その効果によ

り生徒の満足度が向上，結果的に財務状況も良くなるというインフルーエンスダイアグラム

を示している． 

そのため，財務や顧客の KGI・KPI は遅効性を持ち，四半期から一年単位で測定すること

により機能する．しかし，今回のプロジェクトでは，KGI・KPI の測定期間が一ヶ月弱しか

なく，有意な値の測定が困難である．但し，本プロジェクトに限らず，とくに業務改革の指

標では，評価期間が短くなる傾向が多い． 

そのため，本プロジェクトの評価フェーズでは，IT ソリューションに強く関連する「業務

プロセス」の視点の指標評価のみ，測定することにした．測定結果の詳細は，第 2 章第 4 節

にて述べる． 

KPI はシステムを運用している途中で，効果の途中経過が分かる．そして KGI は経営期間

の期末の段階で，改革の効果がどの程度だったかが分かる．4 つの視点の KGI と KPI から改

革方針・運用方針を少しずつ修正していくことで，PDCA サイクル(plan-do-check-act cycle)を

回し，徐々に，組織成熟度向上の効果が発揮されることが期待される． 

(8) 本年度アクションプランの策定 

顧客にヒアリングした結果，T1 が抱える経営課題は次の 3 点である． 

1 点目は経営者の持つ経営理念やレッスンの指導方針が現場コーチと共有できていない点

である．現在は各コーチが独自に指導方針を持ちレッスンを行っているため，コーチによっ

てレッスンの品質にばらつきが発生している． 

2 点目は，レッスン管理業務の内，特に代行選定業務がプロセス化されていないという問
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題である．スクールのコーチはほぼ全員が学生であり，学校の予定などにより不定期にレッ

スンを休む場合が多い．現在，代行選定業務が月に約 30 レッスン分発生しているが，属人的

かつ場当たり的に行われている．コーチの安定的な割り当ては，スクール運営の基礎である

ため，明確な仕組み作りを行う必要がある． 

3 点目は，コーチの勤務評価が行われていないという問題である．コーチを評価する事は，

スクールに有益な行いやコーチのモチベーションアップに繋がる重要な業務である．そのた

め，コーチに対して正当な評価を行うための業務プロセスが必要である． 

本年度は以上の経営課題に対して業務プロセス改善の支援と IT ソリューションの提供を

行う．1 点目の課題に対しては経営者とコーチの対話の機会を創出する事により，改善を図

る．具体的にはコーチ全体ミーティングの見直しと，個人面談の実施に取り組む．2，3 点目

の課題に対しては，代行選定プロセスの見直しを行い，事務業務の不可軽減と代行コーチへ

の引き継ぎ改善に取り組む．業務プロセス改善は T1 経営陣が主体的行い，IT システム導入

はチーム SANITY が主体的行うということを合意した． 

2.1.4 担当部分と振り返り 

戦略立案フェーズでは，筆者は内部環境分析を中心に，アンケートの提案，顧客情報分析，

顧客アンケートの集計と分析などのタスクを担当した．そこで，アンケートの提案について

反省したいと思う． 

顧客の満足度を聞き取るために，筆者が生徒向けの満足度調査アンケートを作成し，アン

ケート作成ツール SurveyMonkey とアンケート分析手法 CS ポートフォリオ分析を提案した．

SurveyMonkey とは Web アンケートやネット調査，フォームの作成ができるオンラインアン

ケートツールである．メール，Web サイト，Twitter，Facebook などに URL のリンクを貼り

付け，手軽に回答を収集することができる．リアルタイムで結果を表示し，さまざまなグラ

フが選択できる．CS ポートフォリオ分析とは，項目別満足度と総合満足度から，重点改善領

域を抽出する分析手法です． 

さらに，顧客にレビューしてもらい，チームで修正を行った．しかし，アンケートの実施

はしなかった．その原因を分析すると次のようになる． 

まず一つ目は，筆者がアンケート調査に集中しすぎて，アンケート調査がプロジェクト全

体における位置づけについて考えていなかった．本プロジェクトの目的は T1 の経営改革を

支援することである．アンケート調査はあくまで情報収集の一つの手段になる．「なぜアンケ

ートを実施するか」「アンケートで集めた意見に対して，改善できるか」について考えていな

かった． 

また，アンケート調査を実施することで，生徒に不満を思わせる可能性がある．例えば，

コーチの言葉遣いに対する満足度を聞いたら，そもそも気づいていない生徒も，それからコ

ーチの言葉遣いについて気になり，不満に思うようになるかもしれない．アンケート調査の

結果，満足度の現状を把握できたが，満足度がこれから下がる可能性もある． 

さらに，アンケート調査の実施より，知りたい情報をより正しく早く手に入れられる手段

がある．今回アンケートの提案から，チームで修正するまで，50 人時以上の工数をかかった．

しかし，その後，過去アンケートの分析，コーチや事務員へのインタビュー，テニスレッス

ン見学などのことを行うことで，十分な情報を手に入れた．アンケートにかけた工数は無駄

になった． 

以上のことから，アンケート調査を行う際に，アンケートの位置づけを検討する上で，ア

ンケート実施の影響とアンケートのコストを考慮すべきだということを教訓として残す． 
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2.2 要件定義フェーズ 

2.2.1 目的 

要件定義フェーズの目的は実装すべき機能すなわち機能要件と満たすべき性能すなわち非

機能要件を明確にすることである．利用者である T1 経営陣，事務員，コーチがこのシステ

ムで何をしたいのかを元に，それを実現するために，実装しなければならない機能や，達成

しなければならない性能などを検討して明文化する． 

2.2.2 方針 

顧客はシステム発注経験がないため，システム開発の流れと各フェーズの内容に関してよ

く分からない．そこで，私たちは分かりやすく説明し，顧客の IT スキルに合わせて柔軟に対

応する方針を決めた．顧客と一緒に考えることで，意識共有すること，顧客ニーズとシステ

ム要件のぶれをなくすことを目指した． 

2.2.3 流れ 

(1) 取組む範囲の明確化 

戦略立案フェーズで策定した戦略を実施するために，T1 とチーム SANITY それぞれの取

組む範囲を表 2.2 のように合意した． 
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表 2.2 責任範囲と支援する範囲の明確化 

T1 が取組む範囲 チーム SANITY サポートする範囲 

 業務改善案の立案と検討 

スクールの理念，方針の明文化 

コーチ間会議の開催と改善 

継続的に指導方針を見直し，コーチ全員で共

有していく組織づくり 

 システムの発注 

機能や使いやすさなどの要求 

満たすべき達成条件の検討・合意 

 導入・運用 

システムを利用した業務の運用 

 業務プロセス立案のお手伝い 

どんな会議が効果的か？ 

理念の共有はどのようにやったらいいか？ 

 システム導入のお手伝い 

システム利用マニュアルの作成 

システム利用者向け講習会の開催 

チーム SANITY が取組む範囲 T1 にお願いしたい範囲 

 対象業務の分析 

ヒアリング 

各種分析 

アンケートの作成，結果の分析 

 システム開発全般 

要求整理，設計，実装，テスト 

プロジェクトマネジメント 

 システム導入後の業務プロセスの提案 

新しい業務プロセスの立案（コーチ管理業務） 

 システムの評価 

対象業務の評価指標の設定 

アンケートの作成，結果の分析 

 開発期間のご協力 

機能の詳細や画面設計へのご意見 

開発期間，実装物に対してのご意見 

利用者になる方のご意見 

 情報収集のご協力 

システム導入のためのアンケート実施 

システム評価のためのアンケート実施 

システム導入後の定量評価の記録（時間や回

数など 

 情報開示のご協力 

分析のための資料の提供 

現状についてのヒアリング 

(2) システム概要の決定 

システムの概要については顧客と協議を重ね，次のように決定した．全てのレッスン情報

を管理し，コーチの代行業務の効率化と利便化を実現するためのシステムである．また，蓄

積されたレッスンのデータから算出される定量値と日々記録する定性情報を元に，コーチ評

価を行う事を支援するシステムである．利用者は「コーチ」と「管理者」，そして「経営者」

である．各利用者に応じて適切な機能を提供する（図 2-10）． 
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図 2-10 システム概要図 

(3) 機能要件の抽出 

システムの機能要件について，本プロジェクトでは利用者にとって価値のある機能を単位

とするユーザストーリ[8]として定義した．ユーザストーリとは開発するシステムにおいて顧

客が実現したいと考えている機能を簡潔に記述したものである．戦略立案フェーズで作成し

たマインドマップなどのドキュメントや実際の学生コーチ，管理者，経営者の意見や要求を

元にユーザストーリの抽出を行った．ユーザストーリ抽出の際には開発すべき機能を漏れな

く抽出しなければならない．具体的には，システムの画面デザインのプロトタイプを

Microsoft PowerPoint を用いて作成し，画面ごとに必要な機能を洗い出し，機能の漏れがない

ことを確認しながらユーザストーリを洗い出した．さらに顧客ミーティングにおいてチーム

で洗い出したユーザストーリを元に顧客と内容を確認しながら提案とレビューを繰り返し行

った．私たちのチームでは最終的に 32 個のユーザストーリを抽出した．抽出したストーリは

主に 4 つの機能群に分割される．それぞれの概要を以下に示す． 

① アカウント管理 

利用者ごとのアカウントを管理する．利用者の氏名やメールアドレス，ログインパスワー

ド，顔写真画像を取り扱う．また，ログイン認証とアクセス制御を行う． 

② スケジュール管理 

 スクールで実施される全てのレッスンの情報を管理する．レッスンの実施日，クラス，

担当コーチ，開始時間，コート等の情報を取り扱う．カレンダーとして閲覧できる． 

③ 代行管理 

スクールで不定期に発生するコーチ代行を管理する．代行依頼，代行立候補，代行コーチ

選任までの一連のプロセスを扱う．メールによる通知や立候補が出来る． 

④ 評価管理  

コーチの評価情報を管理する．勤務回数，代行回数，出勤率などの定量評価値と，その他

評価に加味するべき定性評価値を取り扱う．各コーチの勤務実績や評価値を，グラフとして

閲覧で 
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スケジュール管理系と代行管理系の機能群は，レッスン管理に対応する．これらの機能は

事務の負荷軽減と代行コーチへの引き継ぎを改善するための機能である．管理者はレッスン

情報の管理ができ，コーチは欠勤時の代行依頼や，他コーチからの代行依頼に対して立候補

を行うことが出来る．システム導入後の業務フローを図 2-11 に示す． 

従来は代行依頼や立候補者の取りまとめを全て経営者が行っていたため経営者の作業負荷

が多かった．本システム導入後，システム上で代行コーチの選定業務を行えるため，経営者

の負荷を大きく軽減できる見込みである． 

 

図 2-11 業務フロー図 
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また，代行申請を出す際にコーチはレッスンの様子や生徒の特長などを記述し，代行コー

チがレッスンをしっかり引き継げるようにする． 

評価管理系の機能群はコーチの人事評価を行うための機能である．レッスン管理機能によ

り自動で蓄積されていくレッスンの勤務実績と，管理者が管理する定性的評価を基に評価ポ

イントを算出し，コーチごとに管理・閲覧できるようにする． 

(4) 機能要件の受け入れ基準の設定 

最終的な受け入れテストをするために，各ストーリに対して受け入れ基準を設定した．ス

トーリとして達成されるべきシステムの振る舞いや機能の制約事項などの詳細を記述した． 

(5) ユーザストーリポイントの見積り 

ユーザストーリポイント[8]とは，ユーザストーリの機能規模や複雑さを表す数値である．

本プロジェクトではこのポイントをスコープマネジメントの指標として利用した．ポイント

を見積もるための方法として，本プロジェクトではプランニングポーカー法[9]を実施した．

プランニングポーカー法は，ポーカーに似た要領で，チームの総意に基づいて各ユーザスト

ーリのポイントを決定していく見積もり手法である．ポイント決定の際にはユーザストーリ

を他の複数のストーリと比較した際の相対的なサイズで見積る．見積もりの大きさに使える

数値は予め「1，2，3，5，8」に限定している．見積もりの大きさを限定した相対サイズでの

見積りを行うことで大まかで現実的な規模の見積もりを素早く出すことが可能である．本プ

ロジェクトでは，ユーザストーリポイントの合計値でシステム規模を見積もった． 

(6) ユーザストーリの優先度 

全てのストーリに対して「コア機能」または「サブ機能」のどちらであるかを定義する．

コア機能はシステム構成上必要不可欠な物や，業務プロセス改善の肝となるストーリに対し

て設定する．サブ機能は必ずしも必須ではないが，実現することで補足的な価値を生み出す

ストーリに対して設定する．以上のようにして洗い出したユーザストーリの内訳を表 2.3 に

示す．  

表 2.3 ユーザストーリ内訳 

 

機能群 コア機能数 サブ機能数 

アカウント管理系 4 1 

スケジュール管理系 5 2 

代行管理系 6 0 

評価管理系 7 2 

合計 22 5 

 

本プロジェクトではストーリ単位で機能を開発していく．そのため，顧客の要求や実装上

の都合を加味し，全ストーリに優先度を付け，順位を取り決めた．以上のようにして抽出さ

れたユーザストーリリストとその受け入れ基準を基に顧客と合意を取った． 

(7) 非機能要件の検討 

 本システムの利用者はオペレーションスキルが低く，複雑な操作が困難な人を対象とし

ている．そのため，ユーザビリティを特に重視する必要がある．また，本システムは利用者

がいつでもどこでも利用できる Web システムとしての構築が求められている．そのため，外

的脅威へのセキュリティを確保する必要がある． 
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2.2.4 担当部分と振り返り 

要件定義フェーズでは，筆者は画面イメージの作成，業務フロー図の作成，顧客と資料共

有の設定，ユーザインタフェースに関する技術調査などを担当した．以下，顧客とシステム

要件を検討する際に工夫したことについてまとめる． 

戦略立案フェーズで，顧客とシステムについて会話する際に，筆者は顧客の私たちが話し

ていることに余りよく分かっていないような様子を感じ取った．それを見て筆者は，顧客は

システムのイメージがつかないのではないかと仮説を立てた． 

なぜならば，二つの現象から分かる．一つ目は，現状業務がほとんど紙ベースで行われて

いることから，システムに触れる機会はあまりないということが分かる．二つ目は，顧客名

簿の Excel ファイルを分析する際に，記入方法のばらつきとデータ利用率の低さから，顧客

は IT にあまり詳しくないことが分かる． 

この仮説に対して，言葉や文字で説明するより図や画面を用いて説明するという対策を提

案し，次の二つのことを実施してみた． 

まず，図 2-12 のように，紙プロトタイプを作成し，基本スケジュール，週カレンダー，

月カレンダーについての要件を検討した．紙プロトタイプは顧客に見てもらって得たフィー

ドバックを，ダイレクトに書き込むことができ，顧客からフィードバックをいち早く取り入

れることができた． 

 

図 2-12 紙プロトタイプ 

次に，Powerpoint と Excel を使い，代行申請，代行への立候補，立候補者の選定，コーチ

評価などの機能ごとの画面イメージを作成した．Powerpoint と Excel を利用することで，コ

ードを書くより，短時間で画面のイメージを作成できた．また，画面遷移も再現でき，ユー

ザストーリを検討する際に役に立った． 
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図 2-13 画面イメージ 

2011 年度の授業科目「PBL 型システム開発」で，筆者が所属しているチームではウォー

ターフォール・モデルを採用し，顧客と要件定義書に合意した後，画面定義書を作成した．

これに対して，本プロジェクトでは，順番を逆にして，要件がまだ決まっていない段階で，

画面イメージを作成した．手直しが多くなり，コストが増えるではないかという心配がある

かもしれない．確かに，開発フェーズで作成した画面はここで作成した画面を比べて，メニ

ューバーの設定や色使いなどに関して変更があった．しかし，スケジュールのレイアウト，

画面遷移などに関して，顧客と細かいところまで検討ができ，開発する際にも参考になった． 

すなわち，経験や標準的な作業流れにこだわらず，顧客の反応を見ながら対策を考えるこ

とが大事だと気づいた．このフェーズでの作業を通じ，顧客とシステム要件を検討する際に，

紙プロトタイプと画面イメージ図の利用が有効であることが分かった． 

2.3 開発フェーズ 

2.3.1 目的 

開発フェーズの目的はユーザストーリを元に，設計，実装，テストを通じて，システムを

作り上げることである．イメージや期待との乖離を早期に解消するために，反復型の開発形

態を取り，コミュニケーションの機会を創出する． 

2.3.2 方針 

本プロジェクトの顧客は，システムの発注経験がなく，情報システムに詳しくないため，

「システム開発の初期段階で正確な要件を網羅できない」というリスクを想定した．このリ

スクを軽減するために，基本方針である「顧客との密なコミュニケーション」を軸に 3 つの

方針を考えた．1 つ目は，開発段階でも積極的に顧客とコミュニケーションをとり，要望の
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変化を常に確認していく．2 つ目は，顧客がシステムを実際に操作する機会(これは顧客レビ

ューと呼ぶ)を設け，顧客の気づきを促進する．3 つ目は，要求を引き出すだけでなく，要件

の変更やフィードバックなどにすぐに対応していく．もちろん，何でも受け入れるのではな

く，議論の上，必要と判断すれば実行する．これらの方針をもとに，開発を行い，顧客にと

って利用価値の高い，満足度の高いシステム構築を目指した．  

開発フェーズでは，要件定義フェーズで定義した要件を基に，5 回のイテレーションを行

った．各イテレーションの初めに顧客とミーティングを行い，実装する機能の詳細化と確認

を行った．また，イテレーションの終わりにもう一度顧客とミーティングを行い，実装した

成果物のレビューを行い，フィードバックをもらった．これらの取り組みにより，利用可能

なシステムを早期に構築し，継続的に改善することができた． 

2.3.3 流れ 

(1) 開発の準備 

開発環境のソフトウェア構成を表 2.4 に示す．開発言語として Ruby を選択し，生産性の

高さに定評のある Web アプリケーションフレームワーク Ruby on Rails
[10]を採用した．Web

アプリケーションで用いられる典型的な処理をフレームワークに任せることで，短期間の開

発ができた．RSpec は Ruby 言語プログラム用の総合テスティング環境であり，テスト自動

化に取り組むために採用した．また，システムの見やすさを考慮して，簡単な記述で統一さ

れたデザインを実装できる CSS フレームワークである Twitter Bootstrap を採用した． 

表 2.4 開発環境のソフトウェア構成 

 

 

開発で利用したツールを表 2.4 示す．Git を利用し，チーム内でソースコードの管理と共有

を行った．Redmine を利用し，チームメンバそれぞれの作業をチケットとして管理した．各

チームメンバの進捗状況と作業内容を Web 上で一括把握できた．顧客は，プロジェクトの最



 

22 

 

終決定や作業の成果物が気に掛かると考え，顧客に公開できる情報は極力公開するという方

針で，Dropbox を利用して顧客とドキュメントを共有した．顧客ミーティングで決定した事

項や，顧客との合意を得たドキュメントを Dropbox 上で管理し，顧客がいつでも参照できる

状態．このように顧客向けの情報開示に配慮することで，顧客の不安感の解消に努めた． 

表 2.5 開発で利用したツール 

 

 

(2) イテレーションの実施 

開発フェーズでは 5 回のイテレーションに期間を分割し，反復に機能を作っていた．各イ

テレーションの前後に顧客とのミーティングを実施し，イテレーションで実現した機能のレ

ビューや，次回イテレーションで取り組むストーリの見直しを行った． 

 

次に，イテレーションの流れについて述べる． 

始めに，イテレーションで取り組むストーリの選定と要件の確認を行った．顧客ミーティ

ングで行い，当初からの変化がないかどうかに留意して議論した．ユーザストーリを印刷し

たものを机の上に並べ，優先度や要件の見直しを行った．開発フェーズで総ストーリ 32 件の

中に，不要になったストーリ 3 件，優先度が変化したストーリ 5 件があった．， 

その後，選定されたストーリを実現するために必要なタスクを洗い出した．具体的な例を

図 2-14 に示す．一つのストーリに対して，テストケースの洗い出し，UI 設計，UI 実装，ク

ラス実装，テストなどのタスクを洗い出した．負荷を平準化するために，各チームメンバが

着手できるタスクから担当し，作業時間の見積りをした．平日の 13：00 から 18：00 までを

コアタイムとして設定し，チームメンバ全員が同じ部屋で作業した．そうすることによって，

知識共有が効果的に行えた．また，あるチームメンバが困難な状況に遭遇しても，．他のメン

バがアイデアを出し合いチームの成長を感ずることができた． 
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図 2-14 ユーザストーリのタスクの洗い出し 

続いて，開発した機能を顧客にレビューしてもらった．，操作説明の後，顧客に操作しても

らった．実際の使用感や見た目，表現などについて確認してもらった．開発フェーズで機能

拡張 3 件，画面デザイン 10 件，文字表現 3 件の変更依頼に対応した． 

最後に，チーム活動を向上させるために，KPT（Keep-Problem-Try）による振り返りを行っ

た．それぞれのイテレーションで各チームメンバが気づいた事，感じた事を全体で共有した．

実際に作成した KPT のシートを図 2-15 に示す．KPT を実施することにより，短時間のディ

リーミーティングの設置，レビュータイミングの変更，マネジメントの改善，リスクの洗い

出しなどの成果が上がった． 

 

図 2-15 KPT シート 



 

24 

 

(3) 納品 

運用時におけるシステム構成概念図を図 2-16 に示す．戦略立案フェーズでの調査による

と，T1 のホームページを業者に委託して運営しているが，IT 部門が存在せず，IT に詳しい

人材がいない．そのため，システムの導入と運用に当って，可能な限り顧客の負担を少なく

するために，手軽にサービスを設置，公開することができる heroku を採用した．heroku とは，

元々Ruby on Rails を対象とした，Amazon Web Services（AWS）の IaaS 上に構築された PaaS

で，デプロイには分散リポジトリの Git を利用するなど，Web アプリケーションの開発から

公開まで非常に簡単にできる優れたプラットフォームである．heroku上では，WebサーバThin，

DB サーバ PostgreSQL を利用した．利用者がシステムにアクセスする端末は，主に PC を想

定したが，代行立候補など一部の機能に関しては携帯電話でも利用できるように配慮して開

発を行った．11 月 19 日にシステムを納品した． 

 

図 2-16 システム構成概念図 
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2.3.4 開発の実績 

開発フェーズにおける開発の進捗状況をユーザストーリポイントで表すバーンアップチャ

ートを以下の図 2-17 に示す．また，用語の定義を表 2.6 に示す． 

 

図 2-17 バーンアップチャート 

表 2.6 バーンアップチャートで用いる用語の定義 

用語 意味 

予定ポイント数 各イテレーションの目標ストーリポイント． 

実績ポイント数 実際に終了したストーリポイント． 

合計ポイント 

各イテレーション時点での予想合計ストーリポイント．

ユーザストーリの変更，ストーリポイント見積りの修正

等により変動する． 

完了比率 各イテレーション時点での 実績ポイント/合計ポイント． 

 

 図に示す通り，本プロジェクトでは予定されたユーザストーリ全ての開発を終了してい

る．イテレーション 0 で発生している進捗遅れは開発言語の習熟不足や開発環境に慣れない

事が原因であった．その後，イテレーション 2 とイテレーション 3 においても進捗の遅れが

発生している．イテレーション 2 については，開発終了箇所にて顕在化したバグ対応が主な

原因であり，イテレーション 3 については開発メンバが体調不良などの理由で一時的に作業
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時間が取れなかったことに起因するリソース不足が原因である． 

また，合計ポイントの推移を見ると開発が進行するにつれて徐々に値が低下し，スコープ

が縮小している事がわかる．これは開発期間中に要求が変化し，優先順位が著しく低下した，

或いは不要であると顧客によって判断されたユーザストーリを開発スコープから外した為で

ある．こうしたスコープ調整により，本プロジェクトでは予定した開発期間で顧客と合意し

た範囲のユーザストーリの開発を完了することが出来た．各イテレーションで開発を終了し

たユーザストーリの内訳を表 2.7 から表 2.11 に示す． 

表 2.7 イテレーション 0 で終了したユーザストーリ 

機能群 ユーザストーリ 
コア /

サブ 
USP 

アカウント 
利用者がログイン ID とパスワードを用いることでシステ

ムへのログインを制御することができる． 
コア 8 

アカウント 管理者は新規アカウントを追加することができる． コア 2 

アカウント 管理者はアカウント情報を変更することができる． コア 2 

アカウント 管理者はアカウントを削除することができる． コア 2 

アカウント コーチは自分のアカウント情報の変更ができる． サブ 2 

 

表 2.8 イテレーション 1 で終了したユーザストーリ 

機能群 ユーザストーリ 
コア /

サブ 
USP 

スケジュール 管理者は基本スケジュールの設定ができる． コア 8 

スケジュール 管理者は最新スケジュールを週カレンダで閲覧できる． コア 8 

スケジュール 
管理者は週カレンダから担当コーチ名を変更することが

できる． 
コア 3 

スケジュール コーチは最新スケジュールを週カレンダで閲覧できる． コア 2 

代行 
コーチは自分の週表示カレンダから代行依頼の申請がで

きる． 
コア 5 

 

表 2.9 イテレーション 2 で終了したユーザストーリ 

機能群 ユーザストーリ 
コア /

サブ 
USP 

代行 コーチは代行依頼一覧を閲覧できる． コア 5 

代行 コーチはシステム上で代行の立候補をすることができる． コア 5 

代行 
管理者は代行依頼の一覧とそれぞれの立候補人数を閲覧

できる． 
コア 2 

代行 管理者は代行依頼に対して代行コーチを選択できる コア 5 

スケジュール 管理者は基本スケジュールの変更開始日が設定できる． コア 3 
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表 2.10 イテレーション 3 で終了したユーザストーリ 

機能群 ユーザストーリ 
コア /

サブ 
USP 

代行 
コーチは代行依頼のメール内のリンクをクリックするこ

とで代行への立候補ができる． 
コア 3 

評価 
経営者はコーチの定性評価ポイントを個別に加算するこ

とができる． 
コア 3 

評価 経営者はコーチの評価基準を設定できる． コア 1 

評価 
経営者は月毎の各コーチ勤務内訳と出勤率をグラフで見

ることができる． 
コア 5 

評価 
経営者はコーチ毎のポイント数とレベルをグラフで閲覧

できる． 
コア 3 

評価 
経営者は HTTP ベーシック認証でコーチ評価ページにア

クセスできる． 
コア 2 

 

表 2.11 イテレーション 4 で終了したユーザストーリ 

機能群 ユーザストーリ 
コア /

サブ 
USP 

スケジュール 管理者は最新スケジュールを月カレンダで閲覧できる． サブ 5 

スケジュール コーチは最新スケジュールを月カレンダで閲覧できる． サブ 5 

評価 
経営者は全期間のコーチ全員のポイントをブロックチャ

ートで見ることができる． 
サブ 3 

評価 
経営者は四半期毎のコーチ全員のポイント伸び数ランキ

ングを見ることができる． 
コア 2 

評価 
管理者は全期間のコーチ全員のポイント数ランキング表

を閲覧出来る． 
コア 2 

評価 
管理者は四半期毎のコーチ全員の勤務回数とその内訳と

欠勤率を比較することが出来る． 
サブ 5 

2.3.5 担当部分と振り返り 

筆者が要件定義フェーズで CSS などの UI 設計に関する技術調査を担当したため，開発フ

ェーズの前半は UI 設計や UI 実装のタスクを中心に開発した．後半では，クラス実装，テス

ト項目洗い出し，テストコード実装などのタスクも担当した．  

本プロジェクトは 2011 年度の授業科目「PBL 型システム開発」のプロジェクトと比べて，

以下の類似点がある．5 人のチームであり，プロジェクト期間は 9 ヶ月間，顧客は中小企業

であり，提供したシステムは Web アプリケーションである．そのため，筆者は本プロジェク

トでの開発経験はチーム開発を勉強するのに貴重な機会だと考えた．以下，チームで開発す

る際に，タスクの分担，見積りの方法，レビューのタイミング 3 つの面から筆者の経験につ

いて述べる． 
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(1)タスクの分担についての教訓 

タスクを分担する際に，2011 年度は機能ごとに分担していたので，開発担当者は自分のと

ころだけを見ていた．機能を実現できれば，実装方法はどうでもいい感じだった．それに対

して，本プロジェクトは Redmine のタスクボードを利用し，対応可能のチームメンバが着手

できる状態になったタスクにサインアップしていた．そうすることで，様々なタスクを担当

でき，各チームメンバ間の繋がりが強くなり，実装方法の共有，コードの可読性が求められ

た．すなわち，実装方法が妥当かどうか，コードが分かりやすいかどうかお互いにチェック

していた．例をあげると，筆者は開発後半では，管理者ページの評価基準設定のテスト項目

洗い出しとテストコード実装を担当した．Rspec の勉強ができ，クラス実装コードの可読性

も認識した．また，Evaluations の Model 設計に quarter というカラムを追加すれば実装が楽に

なるという提案をした．このようなことから，様々なタスクを担当することで，勉強にもな

るし，他チームメンバが気づいていない問題点も発見できた． 

(2)見積り方法についての教訓 

タスクを見積もる際に，2011 年度は WBS を用いて，予定工数を適度に割り振った．その

後，作業時間が大きくずれても当然だと思い，気にしなかった．それに対して，本プロジェ

クトはタスクの担当者がタスクの内容と自分のスキルを考える上で決めていた．その後，作

業時間を測り，見積りとの差を分析した．そうすることで，見積りの精度を上げていく．例

えば，私は初めて代行立候補の UI 実装を担当する際に，1 時間と見積もったのに，実際に 5

時間もかかった．それは学習時間を考慮していなかったためだった．その後，タスクを見積

もる際に，自分がどこまでできるか，何をについて勉強する必要があるかをきちんと分析し

てから決めた．自分の生産性を正しく認識でき，見積りと作業時間の差も減った． 

(3)レビューのタイミングについての教訓 

レビューする際に，2011 年度は機能を実現した後，チームでレビューした．その結果，修

正するところが多い場合，かなり時間をかけた．それに対して，本プロジェクトはディリー

ミーティングを設け，毎日進捗状況を共有していた．完成していないタスクもどこまでやっ

ているか，どこで詰まっているかについて報告した．筆者が UI 全体をチェックする際に，

同じコードを書いていたのに，コーチページの Modal のボタン様式と管理者ページの違うと

いうところで詰まっていた．最初は Twitter Bootstrap が効いていないと想定したが，筆者の

報告を聞いたら，他のチームメンバが最初管理者ページの CSS を編集したと教えてくれた．

この一言で，問題が解決した． 

もちろん，これらの経験はすべてのチーム開発に適用し，必ず作業効率を上げるというわ

けではない．しかし，こうすることで，個人として成長でき，最終的にチーム力の向上と繋

ぐと考えられる． 

以上をまとめると，チーム開発する際に，様々な種類のタスクを担当すること，作業時間

と自らの見積り時間を比較すること，一人で悩まずに他チームメンバと相談することが大事

だと実感した． 
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2.4 評価フェーズ 

2.4.1 目的 

評価フェーズの目的は，業務プロセス改善と IT ソリューション導入の効果，ステークホル

ダの満足度など本プロジェクトが顧客にもたらした効果を検証することである．要件定義フ

ェーズで決定した KGI と KPI の測定と利用者向けのアンケートの実施を通じて検証する． 

2.4.2 方針 

評価フェーズで測定する項目を表 2.12 に示す． 

表 2.12 評価フェーズでの測定項目 

項目 測定対象 目的 測定方法 

IT-KGI，IT-KPI システム 

IT ソリューションと IT ガバナン

スの 2 つの視点から，システムが

実際に活用されているかを測定す

る． 

システム DB と

台帳の比較 

KPI 
経営者 

事務員 

IT ソリューション導入前後の業務

時間など，定量的な値の推移を測

定する． 

業務時間の記録 

KGI 

経営者 

事務員 

コーチ 

システムの勤務管理機能と評価管

理機能について，定性的な効果を

測定する． 

アンケート 
使い勝手 

アンケート 

経営者 

事務員 

コーチ 

システム全般の使いやすさ，見た

目の印象などについて測定する． 

マニュアル 

アンケート 
経営者 

システムの運用マニュアルの読み

やすさなどについて測定する． 

システム納品後，3 週間運用してもらい，評価指標の測定とアンケートの実施を予定して

いた．しかし，バグが発生し，システムが正常に動作しなかった．また，顧客の都合により，

報告がバグ発生から数日後になった．その結果，実際の運用期間が短くなり，評価として意

味のあるデータを集めることが困難になった．バグへの対応は迅速に行い，問合せを受けた

その日に対応を完了している．現在は安定して稼働している． 
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そのため，今回収集したデータが足りず，業務プロセス改善と IT ソリューションについて

の評価は，安定稼働している状態での運用期間を確保し，再度評価を実施することにした．

評価フェーズのスケジュールを次の図 2-18 に示す．2013 年 2 月も引き続き評価期間を継続

し，2 月末に KGI により最終的なプロジェクトの効果を測定する予定である． 

 

図 2-18 評価フェーズのスケジュール 
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2.4.3  評価指標の測定結果 

IT-KPI の測定結果を表 2.13 に示す．  

表 2.13 IT-KPI の測定結果 
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～
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情
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IT-KPI を測定する際に，トラブルを記録した．トラブルの詳細を表 2.8 に示す．12 月 4 日

に顧客から報告された管理者トラブルと 12 月 11 日に顧客から報告されたコーチトラブルは

コア機能に関するトラブルであったが，顧客の多忙により発生日から数日後の報告となって

しまい，評価期間の前半はシステムがほぼ使用不能になってしまった．しかし，トラブル報

告後は全て 1 日で解決しており，迅速な対応ができた．システムが一時的に停止したが，12

月 11 日のトラブル解決後は全機能が正常に動作している．私たちも今回のトラブルから，

SQLite と PostgreSQL で SQL 実行結果の違い，RFC に準拠していないメールアドレスの対策

などを学んだ． 

表 2.14 評価フェーズのトラブルの詳細 

報告日 分類 内容 原因 解決方法 解決日 

12/04 管理者 

トラブル 

基本スケジュー

ル を 変 更 す る

と，最新スケジ

ュールの曜日が

ずれて破壊され

る． 

開発環境:MySQL 

と本番環境: 

PostgreSQL 

の違いによる，実

行結果の相違． 

SQL 文修正 12/04 

12/11 管理者 

トラブル 

アウトドアコー

トの基本スケジ

ュール設定ペー

ジにアクセス出

来ない． 

データベース初期

値の入力忘れ． 

データベース初

期値入力 

12/12 

12/11 コーチ 

トラブル 

システムからの

メールが 18 人中

7 人にしかメー

ルが届かない． 

RFCに準拠してい

ないメールアドレ

スを使用している

ユーザにより，

Rails の処理が途

中で停止した． 

エラーが起きて

も処理が続行す

るよう設定．ま

た，RFC に準拠

していないメー

ルアドレスの登

録を拒否． 

12/12 

トラブルの影響により，評価期間において実際にシステムを利用できるのは 1 週間程度と

なってしまい，低い利用率となった．しかし，1 月初旬の経営陣のヒアリングから評価期間

終了後はトラブルも無く運用できていることを確認している．評価フェーズ 2 の KPI 測定で

は 100%近い利用率を測定できると考えられる． 

業務に関する KPI の測定結果を表 2.15 に示す．導入前より，代行に掛かる時間が増えて

しまった．これはシステムトラブルの影響により，システムを利用した場合も，正常にメー

ルが送信されているか等の確認を取る必要があり，余計に業務が増えてしまった影響である

と考えられる． 

トラブル解決後，事務の方から「メール送信の負担が減り楽になった」旨のコメントをも

らった．そのため，評価フェーズ 2 では業務時間が削減出来ていることを確認できると考え

られる． 



 

33 

 

表 2.15 KPI の測定結果 

測定項目
導入前結果
(11/14～22)

導入後結果1
(11/23～
12/8)

導入後結果2
(12/9～
12/21)

代行一件あたり
事務作業時間
(分)

7.6分 10.2分 10分

代行一件あたり
メール送信回数
(回)

1.2回 1.4回 2回

業務プロセス
の視点

ME１(IT成果のモニ
タリングと評価)

事務の負担減

人材と変革の
視点

ME１(IT成果のモニ
タリングと評価)

大分類 小分類 CSF

KPI

代行立候補の手軽さ増

内部基盤の確立

 

2.4.4 運用マニュアルアンケートの集計結果と分析 

本プロジェクトでは運用準備として運用マニュアルの整備と講習会の実施を行った．筆者

は主に運用マニュアルの作成に携わった．作成にあたり，IT 全般の知識が無く，システム運

用経験が無い顧客でも運用をしていく事が出来るよう，分かりやすい表現と構成，情報の網

羅に配慮した．そこで作成した運用マニュアルについて，読みやすさ，情報に過不足が無い

か，運用の為の情報が載っているかの観点で評価を行う．アンケート対象は経営者とし，顧

客のマニュアルに対する満足度を基に評価を行う．アンケートの結果について次の表 2.16 

に示す． 

表 2.16 運用マニュアルに関するアンケートの結果 

運用マニュアルに
ついて

評価方式 経営者１ 経営者２

5段階 4 4

理由（自由記述）
わかりやすくて丁寧
にまとめてくれている
から

さほど難しくないから

5段階 5 4

理由（自由記述） 構成が見やすい 簡単だから

5段階 4 3

理由（自由記述）
目次や見出しが分か
りやすい

5段階 5 3

理由（自由記述）
非常にまとめてくれ
ている

5段階 5 3

理由（自由記述）
困った時の解決方法
という項目でまとめて
くれているので

Q2．マニュアルの内
容は容易に理解でき
たと思うか

Q3．マニュアルから
求める情報を素早く得
る事が出来ると思うか

Q4．誤字・脱字が無
く、表記や表現に一貫
性があったと思うか

Q5．問い合わせ先な
ど困った時のための
情報が明らかになっ
ていると感じましたか

Q１．このマニュアル
があれば、今後シス
テムを運用できそうだ
と感じるか

 

この表から，全ての設問において 3 以上の値を取っており，高い評価を受けていることが

分かる．特に Q1，Q2 では共に 4 以上の評価をしており，運用していくために必要な情報を

分かりやすい形で顧客に提供することができたと考えられる． 
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2.4.5 使い勝手アンケートの集計結果と分析 

システムの利用者である経営者，事務員，コーチを対象として，使い勝手アンケート[11]を

実施した．13 枚を回収し，そのうち 12 枚を有効回答として集計した．集計結果を表 2.17 と

表 2.18 に示す．「得点」は 5 段階評価で示しており，1 に近いほど悪い結果であることを示

し，5 に近いほど良い結果であることを示している．▼は逆転項目であり，質問表現がその

評価軸の方向と逆になっている．逆転項目の得点は得られた 5 段階結果を 6 から引いたもの

を使用することとした． 

表 2.17 使い勝手アンケートの集計結果 1 

大項目 小項目 結果 得点 

操作の 

わかりやすさ 

操作手順はシンプルで分かりやすい 3.8 3.8 

使い方はすぐに理解できる 3.8 3.8 

T1 System では，次に何をすればよいか迷わない 2.8 2.8 

役立ち感 T1 System ではすぐに欲しい情報が見つかる 3.1 3.1 

T1 System には分からない言葉が多く出てくる▼ 2.4 3.6 

T1 System を使用するのは時間の浪費である▼ 2.3 3.7 

高感度 T1 System の見た目は楽しい 3.2 3.2 

T1 System は印象に残る 3.2 3.2 

T1 System には親しみがわく 3.1 3.1 

信頼性 T1 System に掲載されている内容は信用できる 2.6 2.6 

T1 System は信頼できる 2.5 2.5 

T1 System の文章表現は適切である 3.3 3.3 

構成の 

わかりやすさ 

T1 System には統一感がある 3.1 3.1 

メニューの構成が分かりやすい 3.4 3.4 

自分が T1 System 内のどこにいるのか分かりやすい 3.0 3.0 

見やすさ T1 System の文章は読みやすい(行間，レイアウト等) 3.5 3.5 

T1 System のアイコンなどのデザインは見にくい 2.5 3.5 

T1 System を利用していると，目が疲れる感じがする 2.5 2.5 

反応の良さ T1 System は操作に対してすばやい反応が返ってくる 2.7 2.7 

T1 System を利用しているときに， 

画面が正しく表示されないことがある▼ 
3.2 2.8 

T1 System 利用している時に，表示が遅くなったり， 

途中で止まってしまうことがある▼ 
2.9 3.1 

総合評価 T1 System は使いやすい 3.1 3.1 
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表 2.18 使い勝手アンケートの集計結果 2 

評価軸 
総合評価との 

相関係数 

アンケートの 

平均得点 

操作の分かりやすさ 0.71 3.47 

役立ち感 0.72 3.47 

好感度 0.61 3.17 

信頼性 0.74 2.80 

構成の分かりやすさ 0.76 3.17 

見やすさ 0.49 3.17 

反応の良さ 0.25 2.87 

 

集計結果を分かりやすくするために，図 2-19，図 2-20，図 2-21 のようにグラフ化した．

図 2-19 からシステム全体のバランスが分かる．図 2-20 と図 2-21 は評価軸の得点と重要度

を用いたマトリックス分析である．重要度は総合評価との相関係数で表す． 

 

図 2-19 7 つの評価軸の得点 
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図 2-20 使い勝手アンケートの分析 1 

 

 

図 2-21 使い勝手アンケートの分析 2 
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図 2-20 と図 2-21 から操作の分かりやすさや役に立ち感などは維持，強化すべきである．

それに対して，信頼性は優先改善すべきである．「信頼性」に関する項目以外は総じて高い評

価を得られており，開発フェーズではイテレーションごとに試用してもらい，顧客の意見を

随時取り入れるなど，顧客との密なコミュニケーションを実践した結果が出ていると言える． 

「信頼性」については，自由記述欄では「システムが正常ではない」というコメントが散

見されたため，システムトラブルの悪印象により評価が低くなったと考えられる．システム

全体に関する自由記述欄では「正常に作動すれば良いシステムである」というコメントが複

数存在し，システムの自体は評価されていることがわかった． 
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第3章 ユーザビリティの向上 

3.1 ユーザビリティの定義 

ユーザビリティとは一般的には使いやすさのことであるが，使いやすさは様々な属性が含

まれる．この属性として，「Usability Engineering」[12]の著者として知られる Nielsen による定

義や，ISO9241 Part11
[13]における定義が代表的である． 

Nielsen はユーザビリティを学習しやすさ(Learnability)，効率の良さ(Efficiency)，記憶しや

すさ(Memorability)，エラーの少なさ(Errors)，主観的満足度(Satisfaction)の 5 つの属性で定義

している．また ISO9241 Part11 はユーザビリティを有効性(Effectiveness)，効率性(Efficiency)，

満足度(Satisfaction)，利用状況(Context of use)の 4 つの属性で定義している． 

ISO9241 Part11 は広義な定義であるため，本プロジェクトが構築した Web アプリケーショ

ン形式のシステムを評価するのに難しい．そこで，本プロジェクトでは，多角的な構成要素

を持つ Nielsen による定義を参考にし，ユーザビリティを表 3.1 のように説明した．各属性

の定量的評価内容を表 3.2 に示す．評価結果は 2 章 4 節に示した． 

表 3.1 本プロジェクトでユーザビリティの定義 

属 性 説 明 

学習しやすさ 

システムは，コーチがそれを使ってすぐ代行申請，代行立候補でき

るようにしなければならない；管理者がそれを使ってすぐ最新スケ

ジュールの閲覧，代行申請の選定，コーチ評価の閲覧，基本設定な

どできるようにしなければならない 

効率の良さ 
システムは，一度管理者がそれについて学習すれば，後は代行業務

の効率を上げられるよう，効率的な使用を可能にすべきである 

記憶しやすさ 

システムは，不定期利用の管理者及びコーチがしばらく使わなくて

も，再び使うときに覚えなおさないで使えるよう，覚えやすくしな

ければならない 

エラーの少なさ 

システムは，エラー発生率を低くし，もしエラーが発生しても簡単

に回復できるようにしなければならない；致命的なエラーが起こっ

てはいけない 

主観的満足度 
システムは，管理者及びコーチが個人的に満足できるよう，また楽

しく利用できるようにしなければならない 
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表 3.2 ユーザビリティ定量的評価内容 

属 性 定量的評価内容 

効率の良さ  代行一回あたり事務作業時間 

メール送信回数 

立候補回数 

エラーの少なさ コーチトラブル回数 

管理者トラブル回数 

学習しやすさ 欠勤申請時システム利用率 

立候補時システム利用率 

定性評価入力回数 

記憶しやすさ 

主観的満足度  (使い勝手アンケート) 

操作の分かりやすさ 

役立ち感 

好感度 

信頼性 

構成の分かりやすさ 

見やすさ 

反応の良さ 

 

3.2 ユーザビリティの評価手法 

本プロジェクトはアジャイル開発手法を採用したため，各イテレーションで PDCA サイク

ルを回していた．そうすることで，各イテレーションでユーザビリティの評価を行い，次の

イテレーションで反映し，継続的改善することができると考えた． 

調査によると，様々なユーザビリティの評価手法が開発されたが[15][16]，代表的な手法のカ

テゴリとしてユーザビリティインスペクション(usability inspection)
[17]及びユーザビリティテ

スティング(usability test)
[18]が挙げられる． 

ユーザビリティインスペクションは，システムの UI 設計を評価者が分析してその設計の

良否を評価する手法の総称である．ユーザビリティテスティングは，システムを利用者に操

作してもらうことで評価する手法の総称である．この 2 つの評価手法が本プロジェクトにお

ける利点と欠点について，筆者が表 3.3 のようにまとめた． 
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表 3.3 本プロジェクトにおける評価手法の比較 

 ユーザビリティインスペクション ユーザビリティテスティング 

利点 ・設計段階でも評価できる，手直しが

少ない 

・短期間で実施でき，実施コストが小

さい 

・実際に利用者視点からの使いにくさの

問題点を発見しやすい 

・開発チームには思いもよらない問題点

が見つかりうる 

欠点 ・利用者が直面する問題をうまく予測

できない 

・発見できる問題点の数は多いが重要

度が小さい 

・評価結果が開発者の経験や主観に強

く依存する 

・ある程度動作するプロトタイプが必要

となる 

・経営者はもちろん，事務員やコーチの

参加が必要なので，実施コストが大きい 

本プロジェクトでは，それぞれの評価手法の利点を獲得するために，双方の手法を適用し

た． 利点を獲得すると共に，欠点も 2 倍になるではないかと思うかもしれない．しかし，ユ

ーザビリティテスティングの採用により，ユーザビリティインスペクションの欠点を回避で

きた．それに，各イテレーションでのレビューの導入により，ユーザビリティテスティング

の欠点を補った． 

3.2.1 ユーザビリティインスペクション 

ユーザビリティインスペクションでは，表 3.4 のようなチェックリストを用いて，UI 設計

を分析してその良否を評価した．これは調査した３つのチェックリストをレビューし，本プ

ロジェクトに合う項目を選び，本プロジェクトにおいて重要である５つの領域に分類したも

のである． 

表 3.4 ユーザビリティチェックシート 

・ 文字が読みやすい大きさであるか
・ テキストカラーは背景に対して見やすいか(ラベルの文字色は白であるかどうか)
・ 文字はわかりやすく伝えているか（ メールの件名に【T-1】があるかどうか）

・ グローバルナビゲーションが用意されており、カテゴリーの横渡りが可能か
・ 現在のページのサイト内での位置を判別することができるか
・ ローカルナビゲーションが用意されており、下位階層の行き来が可能か

・ リンクのテキスト色はサイト内で統一しているか
・ ボタンがクリックできるとわかるデザインであるか
・ リンクにカーソルを当てるときマウスオーバーが適用されるか

・ Notfound（ページが見つからない）を用のページを用意しているか
・ システムエラー（タイムアウトなど）用のページを用意しているか
・ エラーメッセージがエラーが起こる状況と合うかどうか

・ 必須項目がわかりやすいか
・ 入力エラー時にエラー項目がわかりやすいか
・ 入力例がかかれているか

フォーム

リーダビリティ

ナビゲーション

リンク要素

エラー
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このチェックリストを使って，すべてのページをチェックした．ページ間の関連を図 3-1

と図 3-2 の画面遷移図に示す．各項目のチェック結果を「○：満たしている」，「☓：満たし

ていない」，「－：関係ない」のいずれかになる．そうすることで，システムのユーザビリテ

ィ上の欠陥や開発基準を満たしていないものを見つけ出した．満たしていないものに対して，

タスクとして登録し，該当イテレーションで完成するように努力した． 

 

 

 

図 3-1 管理者向けの画面遷移図 

 

 

 

図 3-2 コーチ向けの画面遷移図 
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3.2.2 ユーザビリティテスティング 

アメリカでユーザーエクスペリエンスのコンサルティングを行うジェシー・ジェームス・

ギャレット氏によると，ユーザーエクスペリエンス設計には戦略・要件・構造・骨格・表層

という五つの段階(図 3-3)があり，全ての段階で意識と議論が必要とされている．しかし，ユ

ーザビリティインスペクションがカバーできるのが表面的な部分表層，骨格，構造だけにな

る．そのため，ユーザビリティテスティングの導入が必要とされている． 

 

図 3-3 ユーザエクスペリエンスのダイアグラム 

ユーザビリティテスティングでは，利用者にシステムを実際に利用してもらい，操作の際

に話す言葉と操作状況を分析して使いにくさの原因を特定する分析法[20]を利用した．分析結

果の一例は表 3.5 に示す． 
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表 3.5 発話と操作内容分析表 

 

開発フェーズでの発話と操作内容の分析結果は表 3.6 に示す．合計 36 件のフィードバック

を受けた． 

表 3.6 発話と操作内容の分析結果 

日付 UI 機能 使い方 合計 

8 月 9 日 2 1 0 3 

9 月 12 日 3 4 5 12 

10 月 5 日 1 2 0 3 

10 月 29 日 3 8 3 14 

11 月 9 日 0 0 4 4 

合計 9 15 12 36 

利用者がシステムを利用する経験が少ないため，レビューする際に，機能に関する質問が

わりと多かった．また，10 月 29 日にレビューした後，事務員にもシステムのアカウント管

理などの関連機能を利用してもらい，フィードバックを受けた．そのため，当日の合計件数

がわりと多かった． 

我々のチームでは，アジャイル開発[8]で進めており，各イテレーション[9]の最後に開発した

機能を顧客がレビューしているため，この手法が顧客の意向を反映することに適合している

と判断した．利用者による評価と改善を繰り返すことにより，顧客の意向を反映したシステ

ム化に向けて収束させていった． 
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3.3 考察 

本章では，主に開発フェーズでユーザビリティの評価手法とそれによるユーザビリティの

向上について述べた．プロジェクトの最初から最後まで，ユーザビリティを向上するために

工夫すべき点があると考える．以下，戦略立案フェーズ，要件定義フェーズと評価フェーズ

でユーザビリティを向上するために工夫したことについて述べる． 

戦略立案フェーズで対象業務と選定と利用者の意識の理解が重要である．．対象業務を選定

するために，顧客と一緒に環境分析などを行った．利用者を把握するために，コーチや事務

員へのインタビュー，レッスン見学などを行った．また，週に 1 回顧客とコミュニケーショ

ンを取り，マインドマップと使って顧客の想いを聞き出すことを行った．そうすることで，

開発者が利用シーンを想像でき，利用者の立場からシステム機能を考えることができる． 

要件定義フェーズで，システム要件を洗い出し，定義することが大切である．それを達成

するために，モックアップやプロトタイプを作成し，顧客にレビューしてもらった．さらに，

データベースやモダルなどの専門用語を使わない，ユーザストーリという顧客視点そうする

ことで，顧客はシステムの基本機能，画面遷移，基本レイアウト等を確認することができた． 

評価フェーズで，利用状況の把握が大事だと思う．本プロジェクトでは，まず利用状況と

利用品質の継続的測定を提案した．また，利用者視点に基づき，講習会とマニュアル作成な

どの支援活動を実施した．さらに，未利用者を対象としたアンケート調査を行い，システム

の利用拡大に向けた課題を整理した．そうすることで，システムの利用状況を把握でき，利

用者の意見を集め，ユーザビリティ向上の検討に役に立った． 

以上のことから，ユーザビリティの向上はプロジェクト全過程と関わることが分かった．

ユーザビリティに関して，戦略立案フェーズの目的は，どこに，どのような問題があるか発

見することである．要件定義フェーズと開発フェーズの目的は戦略どおりに問題を解決する

ことである．評価フェーズの目的は戦略どおりに問題が解決されているかを確認することで

ある．各フェーズの目的と合わせて工夫すべきだと考えられる． 
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第4章 リスクマネジメントの実践 

4.1 リスクマネジメントの目的 

本プロジェクトは筑波大学の特定課題研究として実施され，明確な期日が決められている．

従ってこの期日以内にプロジェクトとしての成果を生み出すことは要件の一つであり，納期

を超えることは許されない．そのため，プロジェクトにマイナスの影響を及ぼす可能性があ

るものをうまく対応して，影響を軽減する必要がある．失敗プロジェクトを回避するために，

筆者はリスクマネジメントを担当した．リスクマネジメントの実施に関して，次節より説明

する． 

4.2 リスクマネジメント計画 

本プロジェクトでは，リスクマネジメントを実践する際に，米国 PMI（Project Management 

Institute）の PMBOK（Project Management Body of Knowledge）で提示されているリスクマネ

ジメントフロー(図 4-1)
[1]に準拠して行った．PMBOK はプロジェクトマネジメントフレーム

ワークのデファクトスタンダードである．  

 

図 4-1 リスクマネジメントフロー 

筆者の役割はプロジェクトに対して，リスクマネジメントフローにしたがったマネジメン

トプロセスの推進とその中から得られた知見を提言することである．プロジェクトの目標を

阻害させる要因となるマイナスのリスク（以下，単にリスクと呼ぶ）を特定し，定性的リス

ク評価を行い，高いリスクスコアを持つリスクに対してリスク対応策を立案し，定期的にリ

スクスコアを監視しながらプロジェクトを成功に導くべく努力した． 

リスクマネジメント計画 

リスク特定 

定性的リスク分析 

リスク対応計画 

リスク監視と 

コントロール 
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リスクの影響度と発生確率の評価基準を図 4-2 に示す．なお，リスクの総合評価リスクス

コアは［該当リスクの発生確率］×［該当リスクの影響度］で算出する 

 

図 4-2 リスクの影響度と発生確率のマトリックス 

4.3 リスク特定 

予想されるリスクを洗い出すために，チーム内で問題解決手法 TTW「シンク・タンク・ウ

ィンドウズ」(図 4-3)を用いて，ブレーンストーミングを行った，漏れなくリスクを洗い出す

ために，リスク区分やリスクリストなどを提示した． 

 

図 4-3 TTW を用いたリスク特定シート 

TTW では，３×３のマス目の中心に解決したいテーマ「チーム SANITY のリスク」を書き，

さらに周辺の８マスにテーマから連想するキーワードを書いた．12 文字以内のキーワードを

短期集中的に書くことで，論理的思考だけでなく，直感思考も併用して，リスクの洗い出し

に役に立った． 
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その後，KJ 法を使って整理し，図 4-4 の特性要因図にまとめた．特性要因図を利用するこ

とで，考えられる全てのリスクを一枚の用紙に書き出し，分類と体系化をすることができた．

また，全体の構造を俯瞰できるので，重要な要因を推測することも可能となった． 

 

図 4-4 リスクの特性要因図 

4.4 定性的リスク分析 

すべてのリスクに対して，チームメンバがそれぞれ発生確率と影響度を評価した．その後，

違いが大きいリスクを中心に検討した．考え不足や記入ミスによる違いを修正し，楽観的や

悲観的な考え方による違いを保留した．続いて，リスクスコアを算出し，「5」以上のリスク

を重点監視リスクとした．リスク分析シートを表 4.1 に示す．表の中の「S・A・N・I・T」

は各チームメンバの名前の頭文字で，その列の値は該当チームメンバに記入された値である．

「AVE」は平均値を表す．リスクスコアはリスク発生確率の平均値と影響度の平均値の積で

ある． 
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表 4.1 リスク分析シート 

AVE S A N I T AVE S A N I T

R4

夏休み明けのベロシ

ティが低いので、作業

効率が下がる

2.8 2 3 3 3 3 2.0 2 1 2 2 3 5.6

R15

プロジェクトのスコー

プが広すぎ、手が回ら

なくなる

2.2 2 2 2 2 3 2.4 2 1 3 3 3 5.3

R21
7月27日までシステム

要件が決まらない
2.2 2 2 2 2 3 2.4 3 1 3 2 3 5.3

R9
10月まで論文に書ける

ことがみつからない
2.0 2 1 2 2 3 2.6 2 2 3 3 3 5.2

R12 開発方針が決まらない 2.0 2 1 2 2 3 2.6 2 2 3 3 3 5.2

R16

システムのスコープが

広すぎ、手が回らなく

なる

1.8 2 1 2 2 2 2.8 3 2 3 3 3 5.0

R14

勉強コストがかかり過

ぎ、期限内担当タスク

を完成できない

2.2 2 2 2 2 3 2.2 3 1 3 2 2 4.8

R7 ノートPCが壊れる 1.6 2 1 1 2 2 2.8 3 3 3 2 3 4.5

R1
モチベーション低下に

よる作業効率が低い
2.0 2 2 2 2 2 2.2 2 2 2 2 3 4.4

R10

ドキュメントや成果物

が少なく、卒業要件を

満たさない

2.0 2 1 3 2 2 2.0 2 2 1 2 3 4.0

R3
メンバーの離脱による

作業が進まない
1.6 1 2 2 2 1 2.4 2 2 3 3 2 3.8

R20
提供したシステムは顧

客のニーズに合わない
1.6 1 1 2 2 2 2.4 3 2 3 2 2 3.8

R11
システム移行ができな

い（AWS）
1.6 2 1 1 2 2 2.2 3 2 2 3 1 3.5

R6 地震で大学が壊れる 1.0 1 1 1 1 1 3.0 3 3 3 3 3 3.0

R17 T1がつぶれる 1.0 1 1 1 1 1 3.0 3 3 3 3 3 3.0

R18 顧客が倒れる 1.0 1 1 1 1 1 3.0 3 3 3 3 3 3.0

R5
プロジェクト以外のタ

スクが増える
1.8 2 1 3 2 1 1.6 1 1 2 2 2 2.9

R19
顧客が大幅な変更を要

求
1.0 1 1 1 1 1 2.8 3 2 3 3 3 2.8

R22
顧客に正しく伝わらな

い
2.0 1 2 2 2 3 1.4 1 1 1 2 2 2.8

R8 高度ITサーバが止まる 1.0 1 1 1 1 1 2.6 3 3 2 2 3 2.6

番号 リスク事象
発生確率 影響度 リスク

スコア
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4.5 リスク対応計画 

リスク特定のプロセスで洗い出したリスクには，高確率で発生しそうなものや，発生確率

の低いもの，発生したとしても大した影響を与えないものまでさまざまなものが含まれてい

る．洗出したリスクをすべて対応するのが難しいため，リスクスコアを評価の尺度として，

リスクの種類に応じて対策を講じる必要がある．リスク分析プロセスで評価した発生確率と

影響度は，リスクマネジメント計画プロセスで定義したリスクの発生確率と影響度のマトリ

ックスと照らし合わせ，高リスク，中リスク，低リスクに分類した． 

リスクの対応策は，リスクの発生を抑えるための「予防策」と，リスクが発生した場合の

「発生時対策」の 2 種類になる．リスクの種類と対応策の関係を表 4.2 に示す．  

表 4.2 リスクのレベルと対応策の関係 

リスク種類 対応策 

超高リスク 予防策と発生時対策を立て，監視を続ける 

高リスク 予防策と発生時対策を立て，監視を続ける 

中リスク 発生時対策を立て，監視を続ける 

低リスク 特に対応策は立てずに，監視を続ける 

これまでのプロセスで，リスクを詳細に分析し，発生確率，影響度，対応策などを決めて

きた．それらの活動の結果はすべてリスク登録簿(表 4.3，表 4.4)に登録した．リスク登録簿

はリスク管理台帳として常に更新され，リスクマネジメントに活用されていた． 

 

表 4.3 リスク登録簿 1 
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表 4.4 リスク登録簿 2 

リスク

スコア

調査を行う

イテレーション4で対策する

１回あげてみる

AWSでも対応できるようにする

学校でやる（松山君と連絡）

次回の顧客ミーティングでやる

イテレーション4でやる

担当者を決めて、計画を立てる

業務プロセスを明確にする

次回の顧客ミーティングでやる

事前にメールで伝える

他の人やる

業務フローを決める

番号 リスク事象 予防策 発生時対策 担当者

10 コーチとのコミュニケーション不足 イテレーション4でやる 5.6 永井

1 システム移行ができない（AWS）
他のプラットフォームを
探す

5.7 井原

11 事務員とのコミュニケーション不足 - 4.4 白田

12
評価フェーズの作業見通しが立ててい
ない

すぐとりかかる 5.6 有田

6 メンバーの離脱 みんなで作業を分担する 4.0 全員

 

4.6 リスク監視とコントロール 

リスク監視とコントロールはチームのイテレーション期間と合わせて，約 2 週間毎に行な

った．リスクマネジメント作業フローを図 4-5 に示す．まず，リスクマネジメント担当の筆

者がリスク項目の増減を提案した．前回，3 人以上が発生確率を 0 と判定したリスクを削除

し，KPT の Problem から新しいリスクを抽出した．次に，チームメンバ全員が参加したリス

クマネジメントミーティングを行った．ミーティングでは，前回の振り返り，リスク項目の

確認，リスクの分析，リスク対応策の検討などを行った．その後，筆者がミーティングの成

果を整理し，リスク登録簿を更新した．さらに，各プロセスの改善点の考慮，次回ミーティ

ングの準備などを行った． 

 

図 4-5 各イテレーションのリスクマネジメント作業フロー 
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本プロジェクトでは，全部 36 個のリスクを監視していた．リスクスコアの監視状況は図 

4-6 に示す．以下，要件定義フェーズでリスクスコアが一番高かったリスク R12 と開発フェ

ーズで重要なリスク R24 の監視状況について報告する． 

 

 

図 4-6 リスクスコア監視グラフ 

まず，一つ目は「R12：開発フェーズに入るまで開発方針が決まらない」というリスクの

状況を述べる．これは要件定義フェーズで発生したリスクである．その予防策として，科目

「PBL 型システム開発」で経験ウォータフォール型開発とアジャイル開発のメリットとデメ

リットを検討し，チームプロジェクトに合う開発手法を検討すると決めた．その結果，顧客

はシステム発注経験がないなどの現状を考慮した上で，変更要求に柔軟に対応できるアジャ

イル開発手法を採用することにした． 図 4-6 から，7 月 30 日のリスクスコアが低くなった

ことが分かる．対応策を立てることでリスクの発生を防止した． 

二つ目は「R14：開発フェーズでレビューのタイミングが遅いことにより，品質が下がる」

というリスクの状況を述べる．これはイテレーション 1 の後半で発生したリスクである．あ

るチームメンバがレビューする際に，スキーマの設計に問題があるということが指摘された．

しかし，締め切りが迫ってきて，できた実装コードを作り直す時間がなかった．そこで，上

記のリスクを登録し，イテレーション 2 から設計段階からレビューするという発生時対策を

立てた．図 4-6 から，イテレーション 1 からイテレーション 2 まで，リスクスコアが下がっ

ていることが分かった．予想外のリスクが発生した際に，リスクとして登録し，発生時対策

を立てることで，リスクの影響を軽減できた． 
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4.7 考察 

本プロジェクトでリスクマネジメントを行うことで，19 個リスクの予防，と 8 個リスクの

軽減することができた．本プロジェクトで採用したリスクマネジメントプロセスが有効であ

るという結論を得た．次に，リスクマネジメントを実践する際に，重要だと感じたことを三

つ述べる． 

(1) コミュニケーションマネジメントへの気配り 

リスクマネジメントのプロセスには，チームメンバ全員参加すべきである．また，各チー

ムメンバが自由に意見を言える環境を作るべきである．本プロジェクトでは，基本的にイテ

レーションの初日にチームメンバが集中作業する部屋にミーティングを行った．病気や用事

で全員が揃わない場合は，Skype でミーティングをやるか，ミーティングの時間をずらすな

どの手段で対応した．そして，KJ 法，ブレーンストーミングなどの手法を用いて，各チーム

メンバの意見を聞き出すのに工夫した． 

(2) プロジェクトの規模に応じたリスクマネジメントへの取り組み 

リスクマネジメントのコストは，プロジェクトにとっての価値に見合ったものにするべき

である．そのため，リスク分析手法，実施頻度，実施時間などは，プロジェクトの規模やチ

ームの状況に適合させるべきである．本プロジェクトでは，プロジェクトの規模とチームメ

ンバへの負担を考慮した上で，リスクの発生確率と影響度に対して 3 段階評価を採用した．

プロジェクトの規模と保有工数を考慮した上で，リスク発生確率・影響度マトリックスに基

づいたリスク分析手法を採用した．さらに，プロジェクトの期間とスコープを考慮した上で，

約 2 週間 1 回，1 回 1 時間の頻度で行うことにした． 

当初リスクマネジメントに投資する時間を，リスクマネジメント担当 10％，他チームメン

バ 2％と予定した．実際に，リスク分析する際に，Google Docs を使うことで，チーム全員が

共同作業でき，紙ベースやローカルで行うより効率が上がった．リスクマネジメントの作業

時間は，リスクマネジメント担当は約 6％，他チームメンバは約 1.5％を投資した．この投資

時間の割合は妥当であるという結論を得た． 

(3) それぞれのマネジメントプロセスの連動 

リスクマネジメントの成功には，他のマネジメントのプロセスの的確な実行が必要である．

本プロジェクトでは，コミュニケーション，進捗，スコープ，品質，リスク 5 つのマネジメ

ントを実施した．一つのマネジメントは，その他のマネジメントのプロセスから分離し孤立

して存在することはない．例えば，顧客が要求変更をした際に，その要求変更を受け入れる

かどうかの判断は，各マネジメント担当がそれぞれの視点から検討してから決めた．その作

業のプロセスを図 4-7 に示す． 
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図 4-7 要求変更時のマネジメントプロセス 
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第5章 振り返り 

5.1 プロジェクトの振り返り 

(1) 密なコミュニケーション 

本プロジェクトの基本方針は顧客と密なコミュニケーションを取ることである．実績とし

て，図 5-1 に示したように合計 18 回 175 人時の顧客ミーティングを行った．棒グラフが実

際に T1 に伺い，顧客とミーティングした時間を表している．グラフ下の人時表記はミーテ

ィング時間に参加人数を掛けた数値である．各フェーズのグラフを見てみると，ほぼ週に一

回の高頻度で顧客とコミュニケーションをしていた．開発フェーズでも，イテレーション期

間を合わせて，ほぼ二週間一回に顧客にできたシステムを見せて，フィードバックをもらっ

ていた．特に事情がなければ，チームメンバ全員が出席していた．戦略立案フェーズでは，

課題担当教員も同席していた．評価結果によると，顧客のニーズに近い，業務改善に役に立

つ IT ソリューションを提供することができた．密なコミュニケーションの効果があった． 

しかし，2 時間の顧客ミーティングを行うために，準備時間，移動時間，ミーティング時

間とまとめ時間を合わせて，平均 30 人時かかった．そこで疑問に思うのは 1 回の顧客ミーテ

ィングで 30 人時に相当する成果が出せるか．参加人数やミーティングの内容について改善で

きるところがあると考える． 

 

図 5-1 顧客ミーティング時間の統計 

(2) ツールの利用による効率向上 

本プロジェクトでは，積極的にツールを利用した． 

easy step(図 5-2)を利用することで，顧客と共に，T1 の内部状況，現状問題点，将来像など

の分析を行った．様々の意見を随時に記録でき，後で振り返る時分かりやすくて，便利だっ

た．  
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図 5-2 easy step で顧客と共に作成したマインドマップ 

Cacoo(図 5-3)を利用することで，Web 上で図を共有したり，共同編集したりすることがで

きた．Cacoo は Web 上で簡単にサイトマップやワイヤーフレーム，UML，ネットワーク図な

どの図が作成できるドローツールである．みんなの意見が可視化され，効率よく議論するこ

とができた． 
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図 5-3 Cacoo で共同作業の成果図 

Redmine を利用することで，各チームメンバの作業状況を把握でき，プロジェクトの進捗

状況が可視化され，ディリーミーティングでの進捗報告やチームメンバとの情報共有が簡単

になった． 

その他に，Git，Dropbox，Google Docs などのツールも利用した． 

確かに，ツールの導入はコストがかかるし，作業が煩雑になり，モチベーションが下がる

リスクがある．しかし，十分に事前調査を行い，チームメンバに目的，利用方法，期待効果

を共有すれば，スムーズに導入でき，プロジェクトの効率の向上にも繋がる． 

5.2 チームの振り返り 

(1) コロケーション戦略の採用 

本プロジェクトでは，作業効率を上げるために，コロケーション戦略を採用した．コロケ

ーションとは，チームとしての実行能力を高めるために，最も活動的なプロジェクトメンバ

の大部分または全員を，物理的に同じ場所に集めることである．私たちのチームでは，コア

タイムを設け，平日 13：00 から 18：00 までチームメンバ全員が同じ部屋で作業していた．

しかし，開発フェーズに入り，チームメンバが各自の作業に集中し，同じ部屋にいても交流

がなかったというコミュニケーション問題が発生した．これはすでに発生したリスクとして

挙げられ，ディリーミーティングを行うという発生時の対応策を立てた．10 分間くらいの時

間を利用して，各チームメンバが前日の作業内容，当日の作業予定と詰まっているところに
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ついて報告するようにした．そうすることで，作業が詰まっているメンバが他メンバから支

援を受け，問題解決の時間が短縮した．また，問題解決方法を共有することで，同じ問題に

時間をかからないようになった．以上のことから，コロケーション戦略の採用とディリーミ

ーティングの設置は有効だった． 

(2) タックマンモデルによるチームの分析 

タックマンモデル[26]を用いて，チームの振り返りについて述べる．タックマンモデルとは，

チームビルディング(組織進化)モデルの 5 段階を指す．心理学者のタックマンが唱えたモデ

ルである．チームは形成されただけで機能し始めることはない．チームは形成後，混乱を経

て，期待通り機能するようになる． 

 

図 5-4 タックマンモデル 

本プロジェクトのチームメンバは，2011 年度の授業科目「PBL 型システム開発」を受け，

お互いにある程度知っているため，成立期が短くて，1 週間くらいだった．その後，どの IT

ソリューションを提供するか，ウォータフォール型開発手法とアジャイル開発手法のどちら

を採用するかなどの問題で，各チームメンバの考えが違った．早く動乱期を通過するために，

チームミーティングで考え方を共有する，チームが求めるものを検討するなどの対策をした．

開発フェーズから安定期に入り，チームの状態が安定した．イテレーションの KPT により，

チーム規範や作業方法を少しずつ改善し，チームとして機能を始め，機能期に入った．以上

のことから，本プロジェクトを遂行することにより，チームとして順調に成長できた． 

5.3 個人の振り返り 

(1) 使い慣れた技術と新しい技術の戦い 

本プロジェクトが開発フェーズに入る前に，実装言語は PHP にするか，それとも Ruby に

するかという議論があった． PHP を利用する理由は，納期を重視する観点から，チームメ

ンバ 5 人中の 4 人が経験者で，2011 年度の授業科目「PBL 型システム開発」での実装経験

も利用できるからである．Ruby を利用する理由は，生産性が高いと言われた Ruby on Rails

を利用できるからである．Ruby on Rails は Web アプリケーション作成のためのフレームワー

クである． 

筆者は最初，リスクが比較的に低い PHP に賛成していたが，チームメンバの検討により，

Ruby に決定した．その後，心配しながら，Ruby と Ruby on Rails の勉強を始め，「Ruby on Rails 

3 アプリケーションプログラミング」「Rails によるアジャイル Web アプリケーション開発 第

4 版」「Rails3 レシピブック 190 の技」などの書籍を参考にした．開発フェーズのイテレーシ

ョン 2 でシステムの代行リスト機能の実装などを担当した．一見学習コストがかかりそうだ

が，いろんなメリットが見つかった．要求変更に柔軟に対応できた．自動リロードにより開

発の効率を上げた．命名規則など Web アプリケーション開発の良い習慣も身につけた．新し

い技術に挑戦して良かったと感じた． 

(2) 研究のためのプロジェクト開発 

本プロジェクトは顧客のニーズを聞き出し，IT ソリューションを提供すると共に，研究と
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いう目的も忘れてはいけない．ただ機能を実現するだけではなく，どのように実現したのか，

なぜその技術を選んだのか，結果はどうなったのかも十分に検討すべきである．また，PDCA

サイクル(plan-do-check-act cycle)を回し，継続的に改善すべきである．筆者は本プロジェクト

に参加することで，チームワーク，プロジェクトマネジメント，技術学習などの面で，個人

として成長できた． 

5.4 終わりに 

本プロジェクトは，つくば市内のあるテニススクールを顧客として，経営改革のため，ま

ず内部基盤に着目して改革を行い，満足度向上のための改革などは次年度以降に行うという

戦略案を提案した．さらに，本年度の経営改革を支援するために，従業員を対象にした業務

プロセス改善と IT ソリューションを提案した．提案した IT ソリューションはコーチへの評

価を目的として，要件定義から，開発，納品，評価まで実施した．筆者はシステム開発，ユ

ーザビリティ向上，リスクマネジメントを担当している． 

筆者が担当したユーザビリティの部分で，Nielsen によるユーザビリティの定義を参考し，

定量的評価指標を策定した．また，「ユーザビリティチェックリスト」と「発話と操作内容分

析表」二つの評価手法を通じ，ユーザビリティの向上に努めた．さらに，評価フェーズで測

定，アンケートなどによる評価結果から，ユーザビリティを確保できたという結論を得た． 

筆者が担当したリスクマネジメントの部分で，PMBOK のリスクマネジメントフロー[1]に

したがったマネジメントプロセスを推進した．マネジメントプロセスを実行しながら，少し

ずつ改善した．コミュニケーションマネジメントへの気配り，プロジェクトの規模に応じた

リスクマネジメントへの取り組み，それぞれのマネジメントプロセスの連動の重要性を認識

した． 
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